
川崎市総合評価一般競争入札実施要綱 

    
（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する工事において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第

１６７条の１０の２の規定に基づき、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした者のう

ち、価格その他の条件が市にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者と決定する一

般競争入札（以下「総合評価一般競争入札」という。）により請負の契約を締結するため、その実施

について別に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 
（対象工事） 

第２条 総合評価一般競争入札により契約の締結をする工事（以下「対象工事」という。）は、次のい

ずれかに該当するものとする。 
（１） 技術的な工夫の余地や効果が大きい工事において、本市が示す標準的な仕様に対し、施工上の

工夫等の技術提案を求めることにより、民間企業の優れた技術力を活用し、公共工事の品質をよ

り高めることを期待する工事 
（２） 技術的な工夫の余地が小さい工事において、施工の確実性を確保するため、入札参加者の施工

能力、施工計画、信頼性・社会性等と入札価格を一体として評価することが妥当と認められる工

事 
（３）前号のうち、施工計画を除き、入札参加者の施工能力及び信頼性・社会性等と入札価格を一体

として評価することが妥当と認められる工事 

（総合評価落札方式の型式） 

第３条 総合評価落札方式の型式は次のとおりとする。 

（１）標準型    前条第１号の工事に該当する場合 

（２）簡易型    前条第２号の工事に該当する場合 

（３）特別簡易型  前条第３号の工事に該当する場合 

（川崎市総合評価審査員の設置等） 
第４条 市長は、地方自治法施行令第１６７条の１０の２第４項の規定に基づき、総合評価一般競争

入札における申込みのうち、価格その他の条件が市にとって最も有利なものをもって申込みをした

者を決定するための基準（以下「落札者決定基準」という。）について決定するときに、あらかじめ、

川崎市総合評価審査員（以下「審査員」という。）への意見聴取（以下「意見聴取」という。）を行

うものとする。 
２ 前項の規定による意見聴取において、当該落札者決定基準により落札者を決定しようとするとき

に、改めて意見聴取する必要があるとの意見が述べられた場合には、当該落札者を決定しようとす

るときに、あらかじめ、審査員から意見聴取するものとする。 
３ 審査員は２人以上とし、学識経験を有する者のうちから市長が選任するものとする。 
４ 審査員の任期は１年以内とし、再任を妨げないものとする。 
（対象工事としての決定等） 

第５条 市長は、対象工事として実施することの適否及びその対象工事に係る落札者決定基準につい

て、川崎市総合評価審査委員会（川崎市総合評価審査委員会設置要領第１条に定めるものをいう。

以下「委員会」という。）の審議を経て、決定するものとする。 
（入札参加者への周知） 

第６条 市長は、総合評価一般競争入札を行うときは、入札に参加する者に対し、入札公告により、

次の事項を周知するものとする。 
（１）総合評価一般競争入札の採用に関すること。 
（２）総合評価に必要な技術提案等の資料の提出に関すること。 



（３）落札者決定基準及び落札者の決定方法に関すること。 
（４）総合評価に関する審査結果の公表に関すること。 
（５）価格以外の評価（以下「技術評価」という。）の点数についての疑義照会に関すること。 
（６）提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いに関すること。 
（７）その他必要と認めること。 
（評価項目算定資料の提出） 

第７条 市長は、技術評価を行うため、総合評価一般競争入札の入札参加者から次に掲げる資料（以

下「評価項目算定資料」という。）の中から必要と認めるものの提出を求めるものとする。 
（１）評価項目算定資料書 
（２）標準的な仕様に対する技術提案に関する書類 
（３）工程管理に係る技術的所見〔工程表〕 

（４）施工上配慮すべき安全対策に係る所見 

（５）施工上配慮すべき事項に係る技術的所見（安全対策は除く） 
（６）材料の品質管理に係る技術的所見 
（７）同種工事の施工実績 
（８）配置予定技術者の資格及び施工実績 
（９）配置予定技術者工事成績対象工事 
（10）主観評価項目に関する誓約書 
（11）建設機械保有状況誓約書 
（12）アシストかわさき施工実績届出書 
（13）川崎市と締結する協定等に基づき派遣要請を受けた実働実績証明願・証明書 
（14）建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）登録状況誓約書 
（15）その他必要と認める資料 
２ 市長は、総合評価一般競争入札を行うときは、入札参加者から入札書と同時に評価項目算定資料

の提出を求めるものとする。 
３ 市長は、評価項目算定資料の提出を受けた後、提出した入札参加者から内容の変更の申し出を受

けたときは認めないものとする。 
４ 市長は、必要に応じて入札参加者から提出された評価項目算定資料についてヒアリングを実施す

ることができる。 
（技術評価の点数の決定） 

第８条 市長は、総合評価一般競争入札に係る技術評価を行うときは、工事担当部局による評価の後、

委員会の審議を経て、技術評価の点数を決定するものとする。ただし、特別簡易型は委員会の審議

を省略するものとする。 

(落札者の決定) 
第９条 市長は、総合評価一般競争入札に係る落札者を、別記「落札者決定方法」により決定するも

のとする。 
２ 前項において第４条第２項の意見聴取を行い、当該落札者の決定について審査員から異議が出た

場合には、委員会の審議を経て、落札者を決定するものとする。 
３ 市長は、落札者を決定したときは、当該落札者その他の入札参加者に適宜の方法によりその決定

について通知するものとする。 
（評価結果等の公表） 

第１０条 市長は、総合評価一般競争入札により落札者を決定したときは、落札者その他の入札参加

者の評価結果について川崎市ホームページ等を利用して公表するものとする。 
２ 入札参加者は、前項の公表があった日から起算して２日以内に、自らの技術評価について市長に

疑義の照会をすることができるものとする。 



３ 市長は、前項の照会を受けたときは、当該照会した者に回答するものとする。 
（加算点を得た評価項目が達成されなかったときの対応等） 

第１１条 市長は、総合評価一般競争入札により請負者を決定した工事において、完成検査の結果、

請負人が技術評価の点数において加算点を得た評価項目の一部又は全部について、当該工事が加算

点を得るに至った評価区分の基準を満たしておらず、その責が請負人にあると認められる場合には、

工事成績評定の減点対象とする。 
２ 市長は、入札参加者が提出した評価項目算定資料に、本市が示した加点要素の内容の改ざん又は

虚偽の記載等明らかに悪質な行為があったと認められる場合には、川崎市競争入札参加資格者指名

停止等要綱の規定に基づく指名停止、評価の無効等その他の適切な措置を講じるものとする。 
（落札者の施工方法等） 
第１２条 技術提案に基づき入札を行い落札した者に対しては、当該技術提案に基づいて施工させる

ものとし、技術提案に係る設計変更等は原則として行わないものとする。 
（技術提案の使用及び保護） 
第１３条 技術提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されている状態と

なった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権等の排他的権利を有する提案に

ついてはこの限りではない。 
（技術提案が達成されなかったときの違約金） 
第１４条 市長は、総合評価一般競争入札（標準型）により請負者を決定した工事において、落札者

の技術提案が達成されなかったときは、自然災害等の不可抗力により達成されない場合を除き、落

札者は本市の指定する期間内に違約金を支払わなければならない。 
２ 前項の場合、落札者が履行した内容に基づく技術評価点を再度算出した後、総合評価点が落札決定

時と同一になるよう価格を再計算し、当該価格と入札価格の差額を違約金の額とする。 
（秘密の保持） 

第１５条 市長は、入札参加者から提出された評価項目算定資料は公表しないものとする。 
（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定めるものとする。 
 

附 則 
１ この要綱は、平成２２年７月１日から施行する。 
２ 川崎市総合評価一般競争入札試行要綱は、廃止する。 

附 則 
この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２６年７月１４日から施行する。 
附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２７年１月２６日から施行し、平成２７年度契約準備案件から適用するものと

する。 
附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２８年９月１日から施行する。 

附 則 



この要綱は、平成２９年７月３日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
２ この要綱の規定は、施行日以後に公告する案件から適用し、施行日までに公告した案件について

は、なお従前の例による。 
附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
２ この要綱の規定は、施行日以後に公告する案件から適用し、施行日までに公告した案件について

は、なお従前の例による。 
附 則 

（施行期日） 
１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
（経過措置） 
２ この要綱の規定は、施行日以後に公告する案件から適用し、施行日までに公告した案件について

は、なお従前の例による。 
附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年９月１日から施行する。 
 （経過措置） 

２ 改正後の要綱の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以後に入札公告を行う契

約から適用し、施行日前に入札公告を行った契約については、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の要綱の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以後に入札公告を行う契

約から適用し、施行日前に入札公告を行った契約については、なお従前の例による。ただし、別表

「総合評価一般競争入札評価項目表」中６（５）の評価項目は、令和５年７月１日以後に入札公告

を行う契約から適用する。 

   附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の要綱の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以後に入札公告を行う契

約から適用し、施行日前に入札公告を行った契約については、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 



１ この要綱は、令和７年６月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の要綱の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以後に入札公告を行う契

約から適用し、施行日前に入札公告を行った契約については、なお従前の例による。 



 

別記 

 

落札者決定方法 
 
１ 総合評価の方法 

総合評価一般競争入札においては、入札価格が予定価格の制限の範囲内であり、かつ次の方法に

よって求められた総合評価点の最も高い者を落札者とする。ただし、最も高い者が２者以上いる場

合は、くじにより決定するものとする。 
 
ア 総合評価点の算出方法は、次の算式により求めるものとする。 

（ア）入札価格が川崎市建設工事低入札価格調査運用指針に定める調査基準比較価格（以下「調

査基準価格（税抜）」という。）以上の場合 

   総合評価点＝（技術評価点／入札価格）×100,000,000（小数点第５位以下切捨て） 

（イ）入札価格が調査基準価格（税抜）を下回る場合 

   総合評価点＝（技術評価点／調査基準価格（税抜））×100,000,000（小数点第５位以下切捨て） 

ただし、特に必要と認める工事については、入札価格にかかわらず、上記（ア）によるものと

する。この場合は、当該工事の入札の公告において明示するものとする。 

イ 技術評価点は、標準点（１００点）と加算点（最高点１０～８０点の範囲内）の合計とする。 

ウ 加算点の算出方法は、次の式により求めるものとする。 

  加算点 ＝ （入札参加者の得点／評価項目の配点合計） × 設定加算点（加算点の満点） 

（小数点第５位以下切捨て） 

 エ 技術評価点が標準点を下回る者の入札は無効とする。 

 オ 共同企業体での申請における各評価項目の評価は、共同企業体の代表者を対象に行うものとす

る。 

   ただし、別表「総合評価一般競争入札評価項目表」の「６ 企業の信頼性・社会性の（４）官

公需適格組合であること」及び、「７ 企業の地域貢献度の（４）共同企業体における市内中小企

業者の構成」については、共同企業体の構成員（代表者を含む）を対象に評価を行うものとする。 
 
２ 評価項目について 
  総合評価一般競争入札における評価項目は、別表「総合評価一般競争入札評価項目表」に示す必

須項目の他に、必要に応じて個別の工事ごとに、任意項目を評価項目として選択するものとする。 
 



別表

　　総合評価一般競争入札評価項目表 ※ただし、評価基準等について、これにより難い場合は変更することができる。

評価項目
必須…●
任意…○

評価基準 配点

1 技術提案 （１） 総合的なコストに関する提案

（２） 工事目的物の性能に関する提案

（３） 社会的要請に対応した提案

2 技術提案に係る施工計画 （１） 標準型の技術提案に対応した施
工計画

技術提案の計画の実現性、可能性

3 施工計画 （１） 工期設定の適切性
各工程の工期及び工事の手順が適切である提案が3項目。 5.0

各工程の工期及び工事の手順が適切である提案が2項目。 2.5

各工程の工期及び工事の手順が適切である提案が1項目。 0.5

適切である提案が１項目もない場合 0.0

無記載等、又は各工程の工期及び工事の手順が適切でない。 無効

（２） 施工上配慮すべき安全対策に係
る所見

施工上配慮すべき安全対策について、現地条件を踏まえて適切である提案が3項目。 5.0

施工上配慮すべき安全対策について、現地条件を踏まえて適切である提案が2項目。 2.5

施工上配慮すべき安全対策について、現地条件を踏まえて適切である提案が1項目。 0.5

適切である提案が１項目もない場合 0.0

無記載等、又は現地条件を踏まえてなく適切でない。 無効

（３） 施工上配慮すべき事項に係る技
術的所見（安全対策を除く）

施工上配慮すべき事項（安全対策を除く）について、現地条件を踏まえて適切である提案が3項目。 5.0

施工上配慮すべき事項（安全対策を除く）について、現地条件を踏まえて適切である提案が2項目。 2.5

施工上配慮すべき事項（安全対策を除く）について、現地条件を踏まえて適切である提案が1項目。 0.5

適切である提案が１項目もない場合 0.0

無記載等、又は現地条件を踏まえてなく適切でない｡ 無効

（４） 材料の品質管理に係る技術的所
見

品質の確認方法、管理方法が現地条件を踏まえており適切である提案が3項目｡ 5.0

品質の確認方法、管理方法が現地条件を踏まえており適切である提案が2項目｡ 2.5

品質の確認方法、管理方法が現地条件を踏まえており適切である提案が1項目｡ 0.5

適切である提案が１項目もない場合 0.0

無記載等、又は現地条件を踏まえてなく適切でない｡ 無効

4 企業の施工実績 （１）
提出のあった工事実績が、本市発注の同種工事の元請としての施工実績である。※９ 3.0

提出のあった工事実績が、同種工事の元請としての施工実績である。 1.5

実績なし 0.0

（２） 過去３年間の本市工事成績評定
点の平均点

同業種における平均点が80点以上 3.0

同業種における平均点が75点以上80点未満 2.5

同業種における平均点が70点以上75点未満 2.0

同業種における平均点が65点以上70点未満 1.0

同業種における実績なし 0.0

同業種における平均点が65点未満 △1.0

（３）
有り 0.5

無し 0.0

分類

○

○

○

○

標準型の場合に１評価項目以上指定
する

簡易型の場合に２評価項目以上指定
する

○

○

○

●

●

●
※１

○

工事ごとに、評価基準を定めます。

同種工事の施工実績
　(期間については別途定める）

過去５年度における本市優良事業
者表彰の受賞の有無



別表

5 配置予定技術者の能力 （１） 同種工事の施工経験
(期間については別途定める）

同種工事で主任(監理）技術者として経験あり 3.0

同種工事で現場代理人として経験あり 1.5

経験なし 0.0

（２）
過去の従事経験として提出された同業種工事が本市発注の工事であり、その成績が80点以上 3.0

同上、その成績が75点以上80点未満 2.5

同上、その成績が70点以上75点未満 2.0

同上、その成績が65点以上70点未満 1.0

同上の実績なし 0.0

（３） 技術者資格保有状況
資格有り 1.0

資格なし 0.0

6 企業の信頼性・社会性 （１） ＩＳＯ9001又は14001の取得状況
有り 0.5

無し 0.0

（２） 障害者の雇用状況 「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき雇用状況の報告を義務付けられている事業者で法定
雇用率を達成している又は義務付けられている事業者以外で障害者を常用雇用している

0.5

同上無し 0.0

（３） 男女共同参画（行動計画策定） 次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画」又は女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律に基づく「一般事業主行動計画」を策定している

0.5

同上無し 0.0

（４） 官公需適格組合であること
官公需適格組合である 0.5

同上無し 0.0

（５） 建設キャリアアップシステム
（CCUS）の登録状況

一般財団法人建設業振興基金の提供する建設キャリアアップシステムに事業者登録をしている 0.5

同上無し 0.0

7 企業の地域貢献度 （１） 災害時における本市との協力体制
（災害協定）

本市と応急防災措置等に関する協定等を締結している又は締結している団体に加入している 0.5

※１０
同上無し 0.0

（２） 災害時における本市との協力体制
（防災協力事業所）

川崎市防災協力事業所登録制度に関する登録をしている 0.5

※１０
同上無し 0.0

（３） 本社の所在地
工事施工場所と同一行政区内に本社あり 0.5

（ＷＴＯ案件又は工事施工場所が
市外となる案件は適用外）

同上無し 0.0

（４） 共同企業体における市内中小企
業者の構成

共同企業体構成員に市内中小企業者が含まれる 1.0

（ＷＴＯ案件は適用外）
同上無し 0.0

（５） 建設機械保有状況
経営規模等評価結果通知書に示される建設機械を自社所有又は長期リースにより保有している 0.5

同上無し 0.0

（６）
本市が指定する工事の完工実績を有している 0.5

同上無し 0.0

（７） アシストかわさき施工実績
（災害時実働実績） 本市と締結する災害協定等に基づき派遣要請を受け実働実績を有している 0.5

(過去３年間）
同上無し 0.0

8 担い手育成 若手・女性配置予定技術者の配
置

配置予定技術者が４０歳未満又は女性である 0.5

※７
同上無し 0.0

※１　原則として必須項目とするが、数年に一度しか発注がない業種など、競争性を阻害する恐れがある場合には、評価項目としない場合もある。

※２  官公需適格組合の「組合員」に対してではなく、法人としての「組合」であることが加点の条件とする。また、入札参加条件に「官公需についての中小企業者

　　　 の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企業者であることを条件としている場合は適用しない。

※３　原則として必須項目とするが、工事の施工場所と所在地に関係性がない特殊な工事などについては、評価項目としない場合もある。

 ※４  入札参加条件において市内中小企業者であることを条件としている構成員については、加点要素としない。

 　　　 市内中小企業者であることを条件としていない構成員が市内中小企業者であった場合に、加点対象とする。　　　

　　　 全ての構成員について、市内中小企業者であることを条件としている場合は、適用しない。

※５　経営規模等評価結果通知書　総合評定値通知書に基づき「建設機械の保有状況」を申請する。

　　　 入札参加条件に、市内中小企業者であることを条件としている場合にのみ適用する。

※６－１　市内事業者を対象とした総合評価一般競争入札においての発注業種が、「下水管きょ」、「舗装」、「水道施設」の際に、加点の対象として適用とする。

        　　他の業種での発注時は適用しない。また、７（６）と７（７）の要件を両方満たしている場合は、それぞれ評価加点対象とする。

※６－２　市内事業者を対象とした総合評価一般競争入札において適用する。また、７（６）と７（７）の要件を両方満たしている場合は、それぞれ評価加点対象とする。

※７　５（１）と８の評価は、重複加点可能とする。ただし、同一技術者に限る。

※８　配置予定技術者が若手技術者と女性技術者の要件を両方満たしていても重複加点は行わない。

※９　競争性を阻害する恐れがある場合には適用しない。

※１０　　７（１）と７（２）の要件を両方満たしている場合は、それぞれ評価加点対象とする。

●

●
※６－２

アシストかわさき施工実績
（緊急工事等の完工実績）
(過去３年間）

●
※６－１

●

過去の本市発注の従事工事にお
ける成績評定点
(過去３年間）

○

●

●

●
※８

●
※１

●
※２

●
※５

●
※４

●
※３

●

※７

●

●



様式番号 様　　式　　名 関係条文

1 総合評価落札方式に関する評価調書 第５条・第８条・第９条

2 技術評価点の報告について 第８条第１項

3 評価項目算定資料書【別紙有り】

3（別紙） 評価項目に対する配点及び自己採点表（評価項目算定資料書【別紙】）

4-1(1) 技術提案書 第７条第１項第２号

4-1(2) 技術提案に係る施工計画 第７条第１項第２号

4-2(1) 工程表 第７条第１項第３号

4-2(2) 工程表（工程管理に係る技術的所見） 第７条第１項第３号

4-3 施工上配慮すべき安全対策に係る所見 第７条第１項第４号

4-4 施工上配慮すべき事項に係る技術的所見（安全対策を除く） 第７条第１項第５号

4-5 材料の品質管理に係る技術的所見 第７条第１項第６号

5 同種工事の施工実績 第７条第１項第７号

6-1 配置予定技術者の資格及び施工実績 第７条第１項第８号

6-2 配置予定技術者工事成績対象工事 第７条第１項第９号

7-1 主観評価項目に関する誓約書 第７条第１項第１0号

7-2 建設機械保有状況誓約書 第７条第１項第１１号

7-3 アシストかわさき施工実績届出書 第７条第１項第１２号

7-4 川崎市と締結する協定等に基づき派遣要請を受けた実働実績証明願・証明書 第７条第１項第１３号

7-5 建設キャリアアップシステム(CCUS)登録状況誓約書 第７条第１項第１４号

8 総合評価落札方式に関する評価調書（結果一覧） 第１０条第１項

9 価格以外の評価に関する疑義について（照会） 第１０条第２項

10 価格以外の評価に関する疑義について（回答） 第１０条第３項

参考番号 帳　　票　　名

《1-1》 総合評価落札方式による発注方法について

《1-2》 現場条件調査票

《1-3》 総合評価落札方式による落札者の決定について

《2-1》 【評価シート】工程管理に係る技術的所見

《2-2》 【評価シート】施工上配慮すべき安全対策に係る所見

《2-3》 【評価シート】施工上配慮すべき事項（課題）に係る技術的所見（安全対策を除く）

《2-4》 【評価シート】材料の品質管理に係る技術的所見

《2-5》 【評価シート】同種工事の施工実績

《2-6》 【評価シート】配置予定技術者の資格及び施工実績

様式目次

関係帳票

第７条第１項第１号



第１号様式

契約番号

担い手育成

災害協定 防災協力事業所 完工実績 実働実績

担い手育成

災害協定 防災協力事業所 完工実績 実働実績

工程管理

※総合評価点＝（Ｂ/Ｃ）×100,000,000　　　【入札金額　＜　低入札調査基準価格】

安全対策

入札金額（税抜）
（Ａ）

目的物の
性能

総合的な
コスト

企業の施工実績施工計画

建設機械の
保有状況

建設機械の
保有状況

ＩＳＯの取得
状況

技術提案に
係る施工計画

男女共同
参画

CCUSの
登録状況

CCUSの
登録状況

官公需適格組
合であること

障害者の
雇用状況

同種工事の
施工経験

技術者の
資格

技術者の
資格

配置予定技術者の能力

障害者の
雇用状況

ＩＳＯの取得
状況

施工工事の
工事成績

品質管理安全対策

総合評価点 落札候補者

【入札参加者の価格以外の評価点】

工程管理
総合的な

コスト

配点

価格以外の評価項目及び配点

入札参加者の得点及び加算点

企業の地域貢献度企業の信頼性・社会性

技術提案

発注局 工事件名 履行場所 工事概要

総合評価落札方式に関する評価調書

企業の施工実績

従事工事の
工事成績

目的物の
性能

技術提案に
係る施工計画

技術提案

施工工事の
工事成績

優良事業者
表彰

優良事業者
表彰

品質管理

施工計画

社会的要請
同種工事

実績
同種工事の
施工経験

従事工事の
工事成績

配置予定技術者の能力

男女共同
参画

【落札者決定基準】

施工上の
配慮

災害時における協力体制

同種工事
実績

施工上の
配慮

評価項目

　　　　　　　　　評価項目

　入札参加者
社会的要請

加算点

【総合評価結果】

入札参加者

※総合評価点＝（Ｂ/Ａ）×100,000,000　　　【入札金額　≧　低入札調査基準価格】

※加算点、技術評価点及び総合評価点は小数点第５位以下切捨て

設定加算点

若手・女性
技術者の配置

※技術評価点（Ｂ）＝100＋（入札参加者得点合計/評価項目配点合計）×〈設定加算点〉

失格基準有、みなし計算有

技術評価点
（Ｂ）

若手・女性
技術者の配置

80

官公需適格組
合であること

加算点合　計

企業の地域貢献度

本社の
所在地

本社の
所在地

ＪＶ時の市内
中小の構成

アシストかわさき 合　計

災害時における協力体制

企業の信頼性・社会性

アシストかわさき

　　　↑原則、「有」を選択。契約課が承認する必要な場合に無を選択。選択後、白字にすること。
　　　→令和４年９月１日の要領改正により、原則「有」となりました。

低入札調査基準価格
（税抜）（Ｃ）

予定価格（税抜）

ＪＶ時の市内
中小の構成



第２号様式

総合評価審査委員長　様

工 事 発 注 局 区 長

　　対象工事：

　　　　　第　　　　号

　　　　　　年　　月　　日

技術評価の報告について

　総合評価一般競争入札実施要綱第８条の規定に基づき、次の工事の技術評価につい
て、報告します。



　第３号様式　　　

（宛先）川崎市長

住　　　　所

代表者職氏名

　算定資料を提出します。なお、資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

　【連絡先】担当者 所　　　属

氏　　　名

電話番号

　１　工事件名

評価項目算定資料書

商号又は名称
（共同企業体名）

Ｆ   Ａ   Ｘ

　　　　年　月　日付けで公告がありました次の工事について、別紙のとおり評価項目

　　　　年　　月　　日

　２　履行場所



別　　紙(第3号様式）

工事件名：

商号又は名称：

（共同企業体名）

自己採点得点合計は、 点です。

※…詳細は、「川崎市総合評価落札方式のガイドライン」３参考資料（１）評価基準等を御覧ください。 配点合計

設定加算点

注：実際の得点は、本市による採点結果に基づきます。なお、本市による採点は、提出資料に基づき行うものとし、自己採点得点は本市による採点に影響を与えません。
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

自己採点
得点

評価項目に対する配点及び自己採点表

分　類 評価項目 様　式 備考 評価基準 配　点



第４－１号様式(1)

工 事 件 名  :　

商号又は名称 :
（共同企業体名）

技　術　提　案　書

１／　

課題



第４－１号様式(1)

２／２



第４－１号様式(2)

工 事 件 名  :　

商号又は名称 :
（共同企業体名）

技術提案に係る施工計画

課題



第４－２号様式(1)

（共同企業体名）

項     目 単位

10　2010　20

  　月   　月

10　20 10　20 10　20

  　月  　月   　月

※欄が足りないときは、複写して使用のこと。

数量

工　　　程　　　表

商号又は名称：

  　月

工 事 件 名 ：

備　　　　考
  　月  　月

10　20 10　2010　20



第４－２号様式(2)

工 事 件 名  :　

商号又は名称 :
（共同企業体名）

※作成にあたっては、「川崎市総合評価落札方式のガイドライン」を必ずご確認ください。

工程管理に係る技術的所見

課題
「工程管理に係る技術的所見」について、現場条件等を考慮し２項目以上３項目以下で提案す
ること。

【本工事における課題設定】

【上記課題における独自の工夫】（１課題に対し１項目ずつ記載してください。）



第４－３号様式

工 事 件 名  :　

商号又は名称 :
（共同企業体名）

※作成にあたっては、「川崎市総合評価落札方式のガイドライン」を必ずご確認ください。

施工上配慮すべき安全対策に係る所見

課題
「施工上配慮すべき安全対策に係る所見」について、現場条件等を考慮し２項目以上３項目以
下で提案すること。

【本工事における課題設定】

【上記課題における独自の工夫】（１課題に対し１項目ずつ記載してください。）



第４－４号様式

工 事 件 名  :　

商号又は名称 :
（共同企業体名）

※作成にあたっては、「川崎市総合評価落札方式のガイドライン」を必ずご確認ください。

施工上配慮すべき事項に係る技術的所見（安全対策を除く）

課題
「施工上配慮すべき事項（課題）に係る技術的所見（安全対策を除く）」について、現場条件等
を考慮し２項目以上３項目以下で提案すること。

【本工事における課題設定】

【上記課題における独自の工夫】（１課題に対し１項目ずつ記載してください。）



第４－５号様式

工  事  件  名 :　

商号又は名称 :
（共同企業体名）

※作成にあたっては、「川崎市総合評価落札方式のガイドライン」を必ずご確認ください。

材料の品質管理に係る技術的所見

課題
「材料の品質管理に係る技術的所見」について、現場条件等を考慮し２項目以上３項目以下で
提案すること。

【本工事における課題設定】

【上記課題における独自の工夫】（１課題に対し１項目ずつ記載してください。）



第５号様式

工　事　件　名：

商号又は名称：
（共同企業体名）

(　　年４月１日以降に完成し、引渡しが完了した下記の要件を満たす、同種工事の施

工実績（元請けに限る。）を有すること。）

工事名称

(発注機関名)

施工場所

契約金額(税込み) 円

工期 　　　　　　　年　　月　　日～　　　　　　年　　月　　日

受注形態 　　単　　体　  / 　 J　　V　(出資比率　　　　　　％)

CORINS登録の有無 　　有　(CORINS登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　・　無

工
事
概
要
等

工事内容

　(工法・規模等、同種工事の確認
ができる内容を記載すること。)

工
事
名
称
等

同種工事の施工実績

同種工事の条件

(注)
１　同種工事の施工実績について、過去に施工した工事を１件記載すること。
２　記載した工事内容、工事の完成及び引渡しの完了を証明する書類（工法、規模等が確認できるもの）を添付
　すること。竣工登録前の確認書類等は実績として認められない場合があります。
　（例:契約書、設計書、検査済証等の写し、コリンズ竣工時カルテ受領書の写し等）
３　当該評価項目について実績を有しない場合も本様式を提出すること。
４　共同企業体で施工した場合は、共同企業体に係る協定書の写しを添付すること。
　（なお、共同企業体としての実績は出資比率が20％以上のものに限る。）



第６－１号様式

工　事　件　名：
商号又は名称：

（共同企業体名）

有　・　無

工事名称
(発注機関名)

施工場所

契約金額(税込み)

工期

従事役職

工事概要
　(工法・規模等の確認
ができる内容を記載
すること。)

CORINS登録の有無

工事名称
(発注機関名)

契約金額(税込み)

工期

従事役職

CORINS登録の有無

開札予定日

（注）
１　記載する同種工事の実績の件数は１件とする。また、記載する配置予定技術者は１名に限る（建設業法第２６条第３項ただし書及び同
項第２号により専任義務を緩和する場合（以下、「専任特例２号」という。）の監理技術者を配置する際は、配置する当該監理技術者のみを
記載すること）。
２　配置予定技術者は建設業法に基づき当該工事に必要な資格を有する者とし、免許・資格等が確認できる書類を添付すること。
３　監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の写し（表、裏）を添付すること。
４　配置予定技術者の雇用関係を確認できる書類を添付すること。（配置予定技術者は入札参加資格確認申請の日以前３箇月以上の恒
常的な雇用関係が必要となるので注意すること。）
５　記載した工事内容、工事の完成、引渡しの完了及び工事経験を証明する書類（工法(規模)、配置予定技術者の従事期間等の確認
　ができるもの）を添付すること。（例：公共工事については、コリンズ竣工時カルテ受領書等、民間工事については、契約書、設計書、
　検査済証、施工体制台帳等の写し等。）竣工登録前の確認書類等は実績として認められない場合があります。
６　工事途中で技術者を交代した場合、または途中から工事に従事した場合は実績として認められない。ただし、工場製作を含む工事を
　上記条件に付している場合は、技術者を途中交代した場合でも実績として認められる場合がある。
７　共同企業体で施工した場合は、共同企業体に係る協定書の写しを添付すること。（なお、共同企業体としての実績は出資比率が
　20％以上のものに限る。）
８　落札候補者決定の時点で他の工事に配置されている技術者及び営業所専任の技術者は、他に定めのない限り、専任が必要な工事
　の配置予定技術者になることができないので注意すること。ただし、議決を要する契約については、議決予定月に他の工事に配置され
　ていないこと（余裕期間が設けられている場合を除く）。
９　技術者の専任配置を必要とする案件で、開札予定日が同一の総合評価一般競争入札については、監理技術者（専任特例２号）を除き
同一技術者を配置予定技術者とすることはできない。なお、監理技術者（専任特例２号）の配置を予定している場合、開札予定日が同一
の総合評価一般競争入札については、同一技術者を配置予定技術者とできる案件は２件までとする。ただし、既に別工事に配置している
技術者を監理技術者（専任特例２号）として配置する予定の場合、開札予定日が同一の総合評価一般競争入札については、同一技術者
を配置予定技術者とすることはできない。
10 技術者の専任配置を必要とする案件を落札したとき、又は監理技術者（専任特例２号）として兼任する２件目の案件を落札をしたとき、
同一技術者により申し込んでいる他の案件は辞退すること。辞退しないときは、その入札を無効とする。
11 落札者決定基準における「担い手育成」の適用となる若手配置予定技術者は、入札参加申込締切日において40歳未満とする。
12 落札者決定基準における「担い手育成」の適用となる女性配置予定技術者を申請する際は、女性であることを証明する書類を添付する
こと。

　同種工事の条件

同
工
事
経
験
の
概
要

申
請
時
の
他
工
事
の

従
事
状
況
等

　有(CORINS登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　・　無

上記の技術者を配置予定技術者として申し込み中の工事　（契約番号・件名・開札予定日を記入）

現場代理人、主任技術者、監理技術者、その他(　　　　　　　　　　　　　　）

契約番号 件　　　　名

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　　～　　　　　年　　月　　日

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　有(CORINS登録番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　・　無

(　　年４月１日以降に完成し、引渡しが完了した下記の要件を満たす、同種工事の施工実績（元請け
に限る。）を有すること。）

現場代理人、主任技術者、監理技術者

落札者決定基準
における

「担い手育成」
の適用申請

年　　　　月　　　　日　　　　年齢　（　　　歳）

配置予定技術者の資格及び施工実績

　入社年月日

配置予定技術者の氏　　名

配置予定技術者の役職
（該当する方を〇で囲む）

　法令による資格・免許
　　(登録番号・取得年月日)

監理技術者　　・　　監理技術者（専任特例２号）　　・　主任技術者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふりがな



第６－２号様式

商号又は名称：
（共同企業体名）

配置予定技術者名：

・

　（合併入札案件については契約番号単位でいずれか１件を記載すること。）

２　工事途中で技術者を交代した場合、または途中から工事に従事した場合は実績として認められない。

配置予定技術者工事成績対象工事

評価対象の業種

工事件名：

　（なお、共同企業体としての実績は出資比率が２０％以上のものに限る。）

（注）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

単　体

Ｊ　Ｖ
（　　　　　％）

年　月　日

年　月　日

円～　

５　工事成績評定点が証明できる書類を添付すること。

工事件名（契約番号） 施工場所 工事期間 請負金額（円） 受注形態 工事成績評定点

１　評価対象（過去３年間）となる工事を１件記載すること。

３　当該評価項目について実績を有しない場合も本書を提出すること。

４　受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載すること。



第７－１号様式

（宛先）川 崎 市 長

住　　　　所

代表者職氏名

商号又は名称
（共同企業体名）

　下記の主観評価項目について、入札参加申込締切日時現在、登録条件を満たしていること
(※１)を誓約します。
　また、同項目について、入札参加申込締切日時点で登録されていること(※２)を確認しまし
た。

□　障害者の雇用状況

□　災害時における本市との協力体制（災害協定）

□　災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）

□　ＩＳＯ　９００１　又は　１４００１の認証取得（※３）

□　男女共同参画（行動計画策定）

□　優良事業者表彰

該当する項目の□にチェックしてください。

※１　登録条件については、主観評価項目制度実施要綱で御確認ください。
※２　登録状況については、「入札情報かわさき」の「業者登録システム」により確認するこ
　　とができます。「登録情報を照会する」からログインし、登録業者メインメニューの「登
　　録内容確認（今年度）」へ入り、「本社情報」内の「主観項目」の欄を御確認ください。
※３　本項目の誓約内容はＩＳＯの取得状況です。本市主観評価項目制度実施要綱に別途定め
　　るエコアクション２１については評価基準を満たしませんので、御注意ください。

(注１）川崎市内に本社又は事業所がない事業者については、主観評価項目の登録対象ではあり
　 　 ませんが、本様式に代えて、登録に必要な書類（主観評価項目実施要綱・要領参照）を
　　　案件ごとに提出すれば、総合評価一般競争入札上、評価対象となります。
(注２) チェックのない項目については、加点対象外とします（ただし、優良事業者表彰を
　　　除く。）。また、チェックが入っていても入札参加申込締切日時点に登録がない項目は
　　　加点対象外とします。

　　年　　月　　日

主観評価項目に関する誓約書



第７－２号様式

（宛先）川 崎 市 長

住　　　　所

代表者職氏名

□保有しています。
□保有していません。

　　年　　月　　　日

商号又は名称
（共同企業体名）

１　該当する項目の□にチェックを入れてください。いずれの□にもチェックが入って
  いない場合は加点対象外とします。

２　本市が発注する総合評価落札方式において、市内中小企業者が入札参加条件となる案件
  で、建設機械を有する市内中小企業者に対して、本誓約書により評点加点を与えるものと
  します。

３　建設機械保有状況は、「経営規模等評価結果通知書　総合評定値通知書」に基づくもの
　とし、本誓約書を総合評価落札方式評価項目算定資料と合わせて提出するものとします。

４　本市が必要と認めるときは、建設機械の保有を確認する書類等の提出を求めることがあ
　ります。

５　虚偽の記載については、川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱別表第１第１号
　「本市発注の工事の請負、製造の請負、物品の供給及び修理等の契約に係る一般競争及び
　指名競争において、競争参加資格確認申請書、競争参加資格確認資料その他の入札前の
　調査資料に虚偽の記載をし、契約の相手方として不適当であると認められるとき。」に
　該当するものとして、指名停止措置の対象となります。

（注）

　経営規模等評価結果通知書　総合評定値通知書において社会性等（地域防災への備え
の観点から、災害時において使用される代表的な建設機械の保有状況を評価する）とし
ての加点対象となる「建設機械の保有状況」に基づき次の所有について、事実と相違な
いことを誓約します。

　　建設機械の保有状況を報告します。

建設機械保有状況誓約書

　経営規模等評価結果通知書に示される建設機械を自社所有又は長期リースにより



第７－３号様式

（宛先）川 崎 市 長

住　　　　所

代表者職氏名

緊急工事等の完工実績
本市発注の工事で下記に示す対象工事を元請（共同企業

年 月 日 年 月 日

　　対象工事

災害時実働実績
災害発生時に下記に示す本市と締結する協定等に基づき

年 月 日 年 月 日

　　対象となる協定等

※（１）及び（２）の要件を両方満たしている場合は、それぞれ評価加点対象とします。

（１）

（２）

・川崎市上下水道局緊急工事取扱要綱第２条で規定されている工事
・水道施設等緊急修理工事（単価契約）
・下水管きょ施設の緊急工事
・各区内道路補修（緊急）工事

※共同企業体で施工した案件については、構成員としての実績も加点の対象とする。
　ただし、共同企業体の出資割合が２０％以上であること。

・主観評価項目制度実施要領第２条（２）に規定する「届出書（様式２）」に登載されている協定等
・主観評価項目制度実施要領「協定リスト」に登載されている協定等

※「川崎市防災協力事業所登録制度に関する登録」による実績は加点対象外とする。

災 害 名 称

件 名

従 事 内 容

従 事 期 間 から

□　災害時における応急対策の協力に関する協定（川崎塗装業協会）

　　年　　月　　日

体構成員）として受注し完工した直近の実績を１件御記入ください。

□　災害時における応援に関する協定 （一般社団法人　川崎建設業協会）

契 約 番 号

アシストかわさき施工実績届出書

商号又は名称
（共同企業体名）

次の完工実績又は実働実績について、届出を行います。

□　災害時における応急対策を行うための協定書
　　（一般社団法人　川崎市電設工業会・一般社団法人　川崎市空調衛生工業会）

締結協定名
□　上記以外の協定等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※上記以外の協定による実働実績を申請する場合は、本市と直接協定を締結している場合を除き、本書に加え
団体の発行する実働実績に関する証明書（７－４号様式）を併せて提出してください。
※上記協定等は主観評価項目制度実施要領に掲げる協定リストの中から記載してください。

　　年　　月１日～　　年　　月末日の過去３年間において、

 履 行 期 間

派遣要請を受け実働を有した直近の実績を１件御記入ください。

　　年　　月１日～　　年　　月末日の過去３年間において、

から



第７－４号様式

（宛先）　　　　　　　　様

住　　　　所

代表者職氏名

１　活動期間　：　　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

２　活動場所　：

３　作業内容　：

４　対象協定名　：

（宛先）川 崎 市 長

団 体 名：

代表者名： 印

担当者：

連絡先：

川崎市と締結する協定等に基づき派遣要請を受けた実働実績証明願

川崎市と締結する協定等に基づき下記のとおり活動したことについて証明願います。

年　　月　　日

川崎市と締結する協定等に基づき派遣要請を受けた実働実績証明書

上記内容に相違ないことを証明します。

　　　　年　　月　　日

商号又は名称
（共同企業体名）



第７－５号様式

（宛先）川 崎 市 長

住　　　　所

代表者職氏名

□事業者登録をしています。
□事業者登録をしていません。

（注）

１　該当する項目の□にチェックを入れてください。いずれの□にもチェックが入って
  いない場合は加点対象外とします。

２　登録状況の確認資料として、建設キャリアアップシステムの事業者登録完了時に一般
　財団法人建設業振興基金から送付される「事業者情報登録完了のお知らせ」の写し又は
　「建設キャリアアップシステムにログインし、自社の『所属事業者情報の閲覧画面』を
　印刷したもの」を添付してください。確認資料の添付がない場合は、加点対象外としま
　す。

３　本市が必要と認めるときは、登録状況が確認できる書類等の提出を求めることがあり
　ます。

４　虚偽の記載については、川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱別表第１第１号
　「本市発注の工事の請負、製造の請負、物品の供給及び修理等の契約に係る一般競争及び
　指名競争において、競争参加資格確認申請書、競争参加資格確認資料その他の入札前の
　調査資料に虚偽の記載をし、契約の相手方として不適当であると認められるとき。」に
　該当するものとして、指名停止措置の対象となります。

　一般財団法人建設業振興基金の提供する建設キャリアアップシステムの事業者登録状況に
ついて、評価項目算定資料書の提出時点において次のとおり事実と相違ないことを誓約しま
す。

建設キャリアアップシステム(CCUS)登録状況誓約書

　一般財団法人建設業振興基金の提供する建設キャリアアップシステムに、

　　年　　月　　日

商号又は名称
（共同企業体名）



第８号様式

契約番号

担い手育成

災害協定 防災協力事業所 完工実績 実働実績

担い手育成

災害協定 防災協力事業所 完工実績 実働実績

CCUSの
登録状況

CCUSの
登録状況

企業の信頼性・社会性

建設機械の
保有状況

ＪＶ時の市内
中小の構成

災害時における協力体制

災害時における協力体制 本社の
所在地

入札参加者の得点及び加算点

企業の地域貢献度

企業の地域貢献度

男女共同
参画

若手・女性
技術者の配置

官公需適格組
合であること

同種工事の
施工経験

優良事業者
表彰

企業の信頼性・社会性配置予定技術者の能力

官公需適格組
合であること

障害者の
雇用状況

施工工事の
工事成績

優良事業者
表彰

ＩＳＯの取得
状況

施工工事の
工事成績

技術者の
資格

技術者の
資格

※総合評価点＝（Ｂ/Ｃ）×100,000,000　　　【入札金額　＜　低入札調査基準価格】

目的物の
性能

障害者の
雇用状況

低入札調査基準価格
（税抜）（Ｃ）

総合評価点

施工上の
配慮

従事工事の
工事成績

同種工事の
施工経験

失格基準価格

落札者

同種工事
実績

配置予定技術者の能力

品質管理

技術評価点
（Ｂ）

予定価格（税抜）

※総合評価点＝（Ｂ/Ａ）×100,000,000　　　【入札金額　≧　低入札調査基準価格】

※加算点、技術評価点及び総合評価点は小数点第５位以下切捨て

※技術評価点（Ｂ）＝100＋（入札参加者得点合計/評価項目配点合計）×〈設定加算点〉

入札金額（税抜）
（Ａ）

加算点入札参加者

【総合評価結果】

企業の施工実績
　　　　　　　　　評価項目

　入札参加者

目的物の
性能

技術提案に
係る施工計画

品質管理

総合的な
コスト

企業の施工実績

施工上の
配慮

安全対策

工程管理社会的要請

技術提案に
係る施工計画

【入札参加者の価格以外の評価点】

技術提案 施工計画

配点

評価項目
総合的な

コスト

技術提案

価格以外の評価項目及び配点

加算点
安全対策

工程管理社会的要請
建設機械の
保有状況

合　計

同種工事
実績

従事工事の
工事成績

施工計画

総合評価落札方式に関する評価調書（結果一覧）

発注局 工事件名 履行場所 工事概要

【落札者決定基準】

アシストかわさきＩＳＯの取得
状況

男女共同
参画

本社の
所在地

設定加算点

80

合　計
ＪＶ時の市内
中小の構成

若手・女性
技術者の配置

アシストかわさき



第９号様式

（宛先）川 崎 市 長

代表者職氏名

次の事項について疑義があるので照会します。

１　工事件名及び履行場所

　工事件名：

　履行場所：

２　疑義のある事項

商号又は名称
（共同企業体名）

住　　　　所

 

　　　年　　月　　日

価格以外の評価に関する疑義について（照会）



第１０号様式

住　　　　所

代表者職氏名 様

　　年　月　日付けで入札公告をいたしました次の工事において、別紙のとおり、　　年　　月　　日付けで疑義のあった件について、次のとおり回答します。

１　疑義の対象となった工事件名及び履行場所

　工事件名：

　履行場所：

２　回答内容

　　　　　　　第　　　　　号
　　年　　月　　日

川 崎 市 長

価格以外の評価に関する疑義について（回答）

商号又は名称
（共同企業体名）

※　疑義のあった内容については、次の理由のとおりです。



《第１号様式関係１》

総合評価審査員　様

川崎市長

　このことについて、総合評価一般競争入札実施要綱第４条第１項の規定に基づき、

次の工事の総合評価落札方式の落札者決定基準について意見を求めます。

１　対象工事

２　落札者決定基準 別記のとおり

　　　　　第　　　　号

　　年　　月　　日

総合評価落札方式による発注方法について



《第１号様式関係２》

作成日：　　　　年　　月　　日 記入上の留意点

工　事　名

履行場所

工　　　期

工事概要

道路情報

周辺環境

他企業関連

その他

添付書類：　有・無

　本現場調査表は、総合評価一般競争入札（原則として簡易型、標準型の場合）を
行おうとするとき、落札者決定基準を定めようとするときの学識経験者への意見聴
取にあたり、より的確な現場の状況を伝えるために作成します。

○ 道路情報
道路種別（国、県、市、私）、道路利用状況（主要道路、生活道路、通学路、バス路
線）、車道部（幅員、車線数、交通量）、歩道部（設置状況、幅員、通行状況）、接道
状況等

○ 周辺環境
土地利用（住宅街、商店街、工業用地）、公共施設（学校、駅、公園）、地形（平地、
丘陵地、湾岸）等

○ 他企業関連
架空線（東電、NTT、有線、電柱）
地下埋設物の径・土被り・移設予定（水道、下水、ガス、東電、NTT）等

○ その他
上記項目以外の現場特有の条件があれば記載してください。

※ ・入札予定者が、提案書作成期間内の調査で確認できる項目について記入してく
ださい。
　　・学識経験者に、的確な現場の状況を伝えられるよう、設計図書等を添付してくだ
さい。

現　場　条　件　調　査　表（標準）



《第１号様式関係３》

総合評価審査員　様

川崎市長

　このことについて、総合評価一般競争入札実施要綱第４条第２項の規定に基づき、

次の工事への総合評価落札方式の落札者の決定について意見を求めます。

対象工事：

　　　　　第　　　　号

　　　　　　年　　月　　日

総合評価落札方式による落札者の決定について



《第２号様式関係１》工程管理に係る技術的所見

工事件名 課題

「工程管理に係る技術的所見」について、現場条件等を考慮し２項目以上
３項目以下で提案すること。

入札者
各提案に対する評価（上段：評価、下段：評価根拠）

提案数違反 評価点
提案１ 提案２ 提案３



《第２号様式関係２》

提案数違反 評価点
提案１ 提案２ 提案３

施工上配慮すべき安全対策に係る所見

工事件名 課題

「施工上配慮すべき安全対策に係る所見」について、現場条件等を考慮し
２項目以上３項目以下で提案すること。

入札者
各提案に対する評価（上段：評価、下段：評価根拠）



《第２号様式関係３》

提案数違反 評価点
提案１ 提案２ 提案３

施工上配慮すべき事項（課題）に係る技術的所見（安全対策を除く）

工事件名 課題

「施工上配慮すべき事項に係る技術的所見（安全対策を除く）」について、
現場条件等を考慮し２項目以上３項目以下で提案すること。

入札者
各提案に対する評価（上段：評価、下段：評価根拠）



《第２号様式関係４》

提案数違反 評価点
提案１ 提案２ 提案３

材料の品質管理に係る技術的所見

工事件名 課題

「材料の品質管理に係る技術的所見」について、現場条件等を考慮し２項
目以上３項目以下で提案すること。

入札者
各提案に対する評価（上段：評価、下段：評価根拠）



《第２号様式関係５》

工事件名：

企業の施工能力（　　年４月１日以降）

3.0 1.5 0.0

※１　本市発注の同種工事の施工実績を評価基準として設定している場合に使用する。

入札参加
資格の類
似工事実
績の有無

同種工事の施工実績

対象工事業者名 評価点
実績無

完了年度
実績有

本市発注工事
実績有※１



《第２号様式関係６》

工事件名：

配置予定技術者の資格及び施工実績（　　年４月１日以降）
主任(監理)技術者 現場代理人

同種 同種
3.0 1.5 0.0

実績無
評価点

同種工事の施工実績

対象工事業者名 完了年度
配置予定技術者

氏名


